
  

 

第１回掛川市総合計画審議会次第 

 

日時 令和元年６月24日（月） 

   午前10時00分から 

場所 掛川市役所５階 

全員協議会室 

 

 

１ 開会 

 

２ 委嘱書交付 

 

３ 市長あいさつ 

 

４ 自己紹介 

 

５ 会長及び副会長の選出について 

 

６ 議事 

(1)第２次掛川市総合計画について 

(2)第２次掛川市総合計画改定に関する基本方針について 

 

７ その他 

 

８ 閉会 

 

 



  

 

掛 川 市 総 合 計 画 審 議 会 委 員 名 簿 

 

１．委員                                              （五十音順 敬称略） 

 氏 名 備 考 

1 伊藤 敏子 掛川市社会福祉協議会 

2 木野 章博 株式会社静岡銀行掛川支店 支店長 

3 鈴木 一郎太 株式会社大と小とレフ 取締役 

4 鈴木 綠 掛川市社会教育委員会 委員長 

5 高橋 由利子 静岡県西部県民生活センター 次長 

6 田中 里佳 国土交通省浜松河川国道事務所 所長 

7 中村 隆哉 掛川市地区まちづくり協議会連合会 会長 

8 樋代 典子 NPO法人掛川国際交流センター 

9 日詰 一幸 静岡大学 人文社会科学部長 

10 平松 季哲 掛川みなみ商工会 副会長 

11 星之内 進 一般社団法人中東遠タスクフォースセンター 理事長 

12 村上 文洋 株式会社三菱総合研究所 主席研究員 

13 守屋 治代 東京女子医科大学看護学部 教授 

14 山本 美鈴 株式会社山本製作所 専務取締役 
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掛川市総合計画審議会条例 

（平成17年７月１日掛川市条例第212号） 

 

改正 平成19年３月23日掛川市条例第10号 

平成22年３月31日掛川市条例第１号 

平成26年10月６日掛川市条例第31号 

 

（設置） 

第１条 掛川市総合計画を策定するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の

４第３項の規定に基づき、掛川市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、掛川市長（以下「市長」という。）の諮問に応じ、次に掲げる事項

について調査審議する。 

 (1) 掛川市自治基本条例（平成24年掛川市条例第29号）第13条第１項の基本構想（以

下「基本構想」という。）の策定に関すること。 

 (2) 基本構想に基づく基本計画の策定に関すること。 

 (3) 前２号に定めるもののほか、総合計画に関し市長が必要と認める事項に関するこ

と。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (1) 市民 

 (2) 公共的団体等の役員 

 (3) 学識経験を有する者 

３ 委員の任期は、委嘱の日から前条各号に掲げる事項に係る調査審議が終了する日ま

でとする。委員が欠けた場合における補欠の委員の任期も、同様とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

（意見の聴取） 

第６条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見を聴く
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ことができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、企画政策部において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成19年３月23日掛川市条例第10号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月31日掛川市条例第１号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年10月６日掛川市条例第31号抄） 

この条例は、公布の日から施行する。 


